「介護サービスの情報公表制度の概要」
　　平成１８年度から利用者のサービス選択に役立てていただくために、介護サービスの情報の公表が行われるようになりました。
平成２４年度に制度が見直され、現在の制度概要は次のとおりです。

１　介護サービス情報公表の概要

　　介護サービス情報公表とは、介護事業者から報告のあった介護サービス事業所情報を国で管理するシステムに掲載し、利用者が介護サービスや事業所・施設を比較・検討して適切に選べるようにするための情報を提供する仕組みです。

この「介護サービス情報公表システム」を使うことで、インターネットでいつでも誰でも気軽に情報を入手することができます。
２　公表対象情報
　　(1) 介護サービスの提供を行う全事業所の「基本情報」が対象となります。
　　(2) 年間の介護報酬額が一定額を超える事業所においては「運営情報」についても、公表の対象となります。
３　報告・調査・公表の実施
　　(1) 上記２の対象事業所には、県から報告の提出について通知を行います。通知が届いた事業所は「介護サービス報告システム」により、事業所の内容に基づき報告を行います。
　　(2) 県で調査が必要と判断した場合に事業所の調査を実施します。
　　　　（虚偽、利用者からの通報等により調査が必要と判断した場合等）

　　(3) 事業所から報告のあった内容について、県で内容を確認し「介護サービス情報公表システム」で公表します。
　　※　調査、公表は、県が実施しますので手数料はかかりません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　公表された情報の活用
「介護サービス情報公表システム」において公表しておりますので、介護サービスを利用する場合の事業所の比較、検討、地図等の確認にご利用ください。
　　
